
厚生労働省改善取組計画 計画策定年月日

（27年度フォローアップ） 分野又は業務名

システム名

Ⅰ　改善促進手続名等

申請等件数 オンライン利用件数 オンライン利用率

1 34,723,164 2,916,600 8.40% 6.63% 5.73%

2 5,273,631 624,783 11.85% 8.88% 7.17%

3 6,948,288 853,407 12.28% 9.60% 7.56%

4 6,273,984 750,257 11.96% 9.25% 6.88%

5 530,085 32,494 6.13% 4.02% 2.39%

6 3,784,055 233,472 6.17% 4.54% 5.09%

7 57,998,610 5,362,267 9.25% 7.32% 5.95%

8 2,817,561 274,104 9.73% 8.26% 5.99%

9 1,522,077 3 0.00% 0.00% 0.00%

10 1,237,717 0 0.00% 0.00% 0.00%

11 1,495,894 0 0.00% 0.00% 0.00%

12 1,140,463 1 0.00% 0.00% 0.00%

13 802,262 15,153 1.89% 0.78% 0.30%

14 1,490,667 80,326 5.39% 3.97% 2.90%

15 961,750 8 0.00% 0.00% 0.00%

16 114,750 0 0.00% 0.00% 0.00%

17 164,343 5,901 3.59% 3.02% 2.26%

18 82,572 4,050 4.90% 3.17% 2.22%

19 58,307 748 1.28% 0.79% 0.45%

20 235,626 8,054 3.42% 1.42% -

21 681,291 27,055 3.97% 1.27% -

128,337,097 11,188,683 8.72% 6.80% 5.69%

Ⅱ　評価指標等

計画策定時値
（平成24年度）

平成26年度 平成27年年度

57% 53% 45%

25年度
オンライン利用率

平成27年2月25日

電子政府の総合窓口（e-Gov）

社会保険・労働保険（社会保険）

番号 改善促進手続名
平成27年度 26年度

オンライン利用率

年金受給権者住所・支払機関変更届

健康保険・厚生年金保険被保険者報酬
月額算定基礎届
健康保険・厚生年金保険被保険者報酬
月額変更届

健康保険・厚生年金保険被保険者資格
喪失届、船員保険・厚生年金保険被保
険者資格喪失届

健康保険・厚生年金保険被保険者資格
取得届、船員保険・厚生年金保険被保
険者資格取得届

国民年金第3号被保険者資格取得・種
別変更・種別確認・資格喪失・死亡・氏
名変更・生年月日変更・性別変更届

新規適用届

適用事業所全喪届

適用事業所所在地・名称変更（訂正）届

国民年金・厚生年金保険老齢給付裁定
請求書（ハガキ形式）

年金受給権者現況届

年金手帳再交付申請書

国民年金保険料還付請求書

国民年金・厚生年金保険年金受給権者
死亡届

健康保険被扶養者（異動）届、船員保険
被扶養者（異動）届

国民年金・厚生年金保険老齢給付裁定
請求書

健康保険・厚生年金保険被保険者氏名
変更（訂正）届、船員保険・厚生年金保
険被保険者氏名変更訂正届

健康保険・厚生年金保険賞与支払届、
厚生年金保険（船員）賞与支払届

厚生年金保険被保険者住所変更届、厚
生年金保険（船員）被保険者住所変更
届

70歳以上被用者該当・不該当届

合　計

70歳以上被用者算定基礎・月額変更・
賞与支払届

オンライン申請に係る利用
者の満足度

項目
項目の説明

（内容、測定方法等）

社会保険労務士、事業主等を対象としたアンケート調査（毎年
１１月に実施）による測定

満足、概ね満足、普通、やや不満、不満の５段階評価中、満
足、概ね満足と回答した者の割合



健康保険・厚生年金保険
被保険者報酬月額算定
基礎届

4.46% 6.63% 8.40％

健康保険・厚生年金保険
被保険者報酬月額変更
届

6.61% 8.88% 11.85％

健康保険・厚生年金保険
被保険者資格取得届、船
員保険・厚生年金保険被
保険者資格取得届

6.38% 9.60% 12.28％

健康保険・厚生年金保険
被保険者資格喪失届、船
員保険・厚生年金保険被
保険者資格喪失届

5.61% 9.25% 11.96％

健康保険・厚生年金保険
被保険者氏名変更（訂
正）届、船員保険・厚生年
金保険被保険者氏名変
更訂正届

1.69% 4.02% 6.13％

健康保険被扶養者（異
動）届、船員保険被扶養
者（異動）届

3.04% 4.54% 6.17％

健康保険・厚生年金保険
賞与支払届、厚生年金保
険（船員）賞与支払届

4.78% 7.32% 9.25％

厚生年金保険被保険者
住所変更届、厚生年金保
険（船員）被保険者住所
変更届

5.07% 8.26% 9.73％

国民年金・厚生年金保険
老齢給付裁定請求書
（注１）

0.00％ 0.00% 0.00％

国民年金・厚生年金保険
老齢給付裁定請求書（ハ
ガキ形式）（注１）

0.00％ 0.00% 0.00％

年金受給権者現況届
　　　　 （注２）（注３） 0.00％ 0.00% 0.00％

年金受給権者住所・支払
機関変更届
         （注２）（注４）

0.00％ 0.00% 0.00％

年金手帳再交付申請書 0.23% 0.78% 1.89％

国民年金第3号被保険者
資格取得・種別変更・種
別確認・資格喪失・死亡・
氏名変更・生年月日変
更・性別変更届

1.83% 3.97% 5.39％

国民年金保険料還付請
求書（注５） 0.00％ 0.00% 0.00％

国民年金・厚生年金保険
年金受給権者死亡届
（注２）

0.00％ 0.00% 0.00％

新規適用届 1.35% 3.02% 3.59％

適用事業所所在地・名称
変更（訂正）届 1.45% 3.17% 4.90％

適用事業所全喪届 0.28% 0.79% 1.28％

70歳以上被用者該当・不
該当届 - 1.42% 3.42％

70歳以上被用者算定基
礎・月額変更・賞与支払
届

- 1.27% 3.97％

58.78% 59.72% 60.76%ICT利用率

オンライン利用率

行政手続オンライン化法第１０条第１項に基づくオンライン利
用の状況の公表

（注１）「国民年金・厚生年金保険老齢給付裁定請求書」及び
「国民年金・厚生年金保険老齢給付裁定請求書（ハガキ形

式）」については、多くの請求者が手続と同時に年金相談を希
望されるため、事前に手続に必要な情報を記載した請求書を
紙媒体で送付することにより、オンライン申請以外の方法で利

用者の利便性の向上を図っている。

（注２）「年金受給権者現況届」、「年金受給権者住所変更」及
び「国民年金・厚生年金保険年金受給権者死亡届」は、住民
基本台帳ネットワークシステムを活用し、原則、受給権者等か

らの手続きを省略している。

（注３）「年金受給権者現況届」について、障害年金受給権者
は診断書等の提出により障害の状態を確認する必要がある。

（注４）「年金受給権者支払機関変更届」については、金融機
関の口座確認が必要となる。

（注５）「国民年金保険料還付請求書」については、請求可能な
還付金があることをお知らせする際に、併せて請求書を送付
することにより、オンライン申請以外の方法で利用者の向上を

図っている。

CD等の磁気媒体による窓口利用件数とオンライン利用件数の
全申請・届出件数に占める割合

備考



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

(2)本人確認方
法の見直し

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 健康保険・厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

・必要な添付書類（算定基礎届総括表及び附表）について、利用者の利便性向上を目
的として、画像ファイル（JPEG形式）による添付を可能とする措置を実施している。
【実施時期】　・社会保険労務士：平成２０年６月～　　・事業主：平成２４年４月～
・PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月

・社会保険労務士が事業主に代行して申請を行う場合、提出代行証明書を画像ファイ
ル（JPEG形式）で添付することで事業主の電子証明書を省略可能としている。
【実施時期】 平成２０年６月～
・提出代行証明書について、PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・法人事業所における事業主個人の電子証明書の利用を可能とした。
【実施時期】 平成２７年１月

オンライン申請に関するマニュアル・記載要領について、申請時の留意点をわかりや
すく記載し、スムーズな申請が可能となるよう見直しを行い、厚生労働省ホームペー
ジ・e-Govに掲載した。
【実施時期】 記載要領：平成２７年１月　マニュアル：平成２７年３月

６その他

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

・一定規模以上（被保険者数50人以上）の事業所について、調査訪問時にオンライン
申請の利用勧奨を実施している。
【実施時期】 平成２５年度～
・毎月事業所へ送付している保険料納入告知書に利用勧奨記事を同封し（計3回）、利
用促進活動を実施した。利用勧奨時用のパンフレット等については、整備を進めてい
る。
【実施時期】 平成２６年度～
・大規模な事業所等に対し個別に訪問又は電話により利用勧奨を実施している。ま
た、課題の把握を行うとともに対応の検討を進めている。
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

(2)本人確認方
法の見直し

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 健康保険・厚生年金保険被保険者報酬月額変更届

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

・添付書類として写し（コピー）の送付を求めていた書類（60日以上遡及する届出時に
必要な賃金台帳等）について、画像ファイル（JPEG形式）による添付を可能とする措置
を実施している。【実施時期】 平成２４年１０月～
・PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月

・社会保険労務士が事業主に代行して申請を行う場合、提出代行証明書を画像ファイ
ル（JPEG形式）で添付することで事業主の電子証明書を省略可能としている。
【実施時期】 平成２０年６月～
・提出代行証明書について、PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・法人事業所における事業主個人の電子証明書の利用を可能とした。
【実施時期】 平成２７年１月

オンライン申請に関する記載要領について、申請時の留意点をわかりやすく記載し、
スムーズな申請が可能となるよう見直しを行い、e-Govに掲載した。
【実施時期】 平成２７年１月

６その他

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

・一定規模以上（被保険者数50人以上）の事業所について、調査訪問時にオンライン
申請の利用勧奨を実施している。
【実施時期】 平成２５年度～
・毎月事業所へ送付している保険料納入告知書に利用勧奨記事を同封し（計3回）、利
用促進活動を実施した。利用勧奨時用のパンフレット等については、整備を進めてい
る。
【実施時期】 平成２６年度～
・大規模な事業所等に対し個別に訪問又は電話により利用勧奨を実施している。ま
た、課題の把握を行うとともに対応の検討を進めている。
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

(2)本人確認方
法の見直し

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届、船員保険・厚生年金保険被保険者資格取得届

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

・添付書類として写し（コピー）の送付を求めていた書類（60日以上遡及する届出時に
必要な賃金台帳等）について、画像ファイル（JPEG形式）による添付を可能とする措置
を実施している。【実施時期】 平成２４年１０月～
・PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月

・社会保険労務士が事業主に代行して申請を行う場合、提出代行証明書を画像ファイ
ル（JPEG形式）で添付することで事業主の電子証明書を省略可能としている。
【実施時期】 平成２０年６月～
・提出代行証明書について、PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・法人事業所における事業主個人の電子証明書の利用を可能とした。
【実施時期】 平成２７年１月

オンライン申請に関する記載要領について、申請時の留意点をわかりやすく記載し、
スムーズな申請が可能となるよう見直しを行い、e-Govに掲載した。
【実施時期】 平成２７年１月

６その他

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２７年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

・一定規模以上（被保険者数50人以上）の事業所について、調査訪問時にオンライン
申請の利用勧奨を実施している。
【実施時期】 平成２５年度～
・毎月事業所へ送付している保険料納入告知書に利用勧奨記事を同封し（計3回）、利
用促進活動を実施した。利用勧奨時用のパンフレット等については、整備を進めてい
る。
【実施時期】 平成２６年度～
・大規模な事業所等に対し個別に訪問又は電話により利用勧奨を実施している。ま
た、課題の把握を行うとともに対応の検討を進めている。
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

(2)本人確認方
法の見直し

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 健康保険・厚生年金保険被保険者資格喪失届、船員保険・厚生年金保険被保険者資格喪失届

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

・添付書類として写し（コピー）の送付を求めていた書類（60日以上遡及する届出時に
必要な賃金台帳等）について、画像ファイル（JPEG形式）による添付を可能とする措置
を実施している。【実施時期】 平成２４年１０月～
・PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月

・社会保険労務士が事業主に代行して申請を行う場合、提出代行証明書を画像ファイ
ル（JPEG形式）で添付することで事業主の電子証明書を省略可能としている。
【実施時期】 平成２０年６月～
・提出代行証明書について、PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・法人事業所における事業主個人の電子証明書の利用を可能とした。
【実施時期】 平成２７年１月

オンライン申請に関する記載要領について、申請時の留意点をわかりやすく記載し、
スムーズな申請が可能となるよう見直しを行い、e-Govに掲載した。
【実施時期】 平成２７年１月

６その他

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

・一定規模以上（被保険者数50人以上）の事業所について、調査訪問時にオンライン
申請の利用勧奨を実施している。
【実施時期】 平成２５年度～
・毎月事業所へ送付している保険料納入告知書に利用勧奨記事を同封し（計3回）、利
用促進活動を実施した。利用勧奨時用のパンフレット等については、整備を進めてい
る。
【実施時期】 平成２６年度～
・大規模な事業所等に対し個別に訪問又は電話により利用勧奨を実施している。ま
た、課題の把握を行うとともに対応の検討を進めている。
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

添付書類は不要のため。

(2)本人確認方
法の見直し

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 健康保険・厚生年金保険被保険者氏名変更（訂正）届、船員保険・厚生年金保険被保険者氏名変更訂正届

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

該当なし

・社会保険労務士が事業主に代行して申請を行う場合、提出代行証明書を画像ファイ
ル（JPEG形式）で添付することで事業主の電子証明書を省略可能としている。
【実施時期】 平成２０年６月～
・提出代行証明書について、PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・法人事業所における事業主個人の電子証明書の利用を可能とした。
【実施時期】 平成２７年１月

電子申請利用マニュアルについて、申請時の留意点をわかりやすく記載する等、ス
ムーズな申請が可能となるよう見直し、e-Gov等に掲載した。
【実施時期】 平成２７年３月

６その他

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

・一定規模以上（被保険者数50人以上）の事業所について、調査訪問時にオンライン
申請の利用勧奨を実施している。
【実施時期】 平成２５年度～
・毎月事業所へ送付している保険料納入告知書に利用勧奨記事を同封し（計3回）、利
用促進活動を実施した。利用勧奨時用のパンフレット等については、整備を進めてい
る。
【実施時期】 平成２６年度～
・大規模な事業所等に対し個別に訪問又は電話により利用勧奨を実施している。ま
た、課題の把握を行うとともに対応の検討を進めている。
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

(2)本人確認方
法の見直し

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 健康保険被扶養者（異動）届、船員保険被扶養者（異動）届

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

・添付書類として原本の送付を求めていた書類（課税（非課税）証明書等）について、
画像ファイル（JPEG形式）による添付を可能とする措置を実施している。
【実施時期】 平成２４年１０月～
・PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月

・社会保険労務士が事業主に代行して申請を行う場合、提出代行証明書を画像ファイ
ル（JPEG形式）で添付することで事業主の電子証明書を省略可能としている。
【実施時期】 平成２０年６月～
・被保険者本人の届出意思を確認する方法として、「委任状」を画像ファイル（JPEG形
式）で添付することで被保険者の電子証明書を省略可能としている。
【実施時期】 平成２１年４月～
・提出代行証明書及び委任状について、PDF形式による画像ファイルの添付を可能と
した。
【実施時期】 平成２６年７月
・法人事業所における事業主個人の電子証明書の利用を可能とした。
【実施時期】 平成２７年１月

オンライン申請に関する記載要領について、申請時の留意点をわかりやすく記載し、
スムーズな申請が可能となるよう見直しを行い、e-Govに掲載した。
【実施時期】 平成２７年１月

６その他

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

・一定規模以上（被保険者数50人以上）の事業所について、調査訪問時にオンライン
申請の利用勧奨を実施している。
【実施時期】 平成２５年度～
・毎月事業所へ送付している保険料納入告知書に利用勧奨記事を同封し（計3回）、利
用促進活動を実施した。利用勧奨時用のパンフレット等については、整備を進めてい
る。
【実施時期】 平成２６年度～
・大規模な事業所等に対し個別に訪問又は電話により利用勧奨を実施している。ま
た、課題の把握を行うとともに対応の検討を進めている。
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

(2)本人確認方
法の見直し

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 健康保険・厚生年金保険賞与支払届、厚生年金保険（船員）賞与支払届

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

・必要な添付書類（賞与支払届総括表）について、利用者の利便性向上を目的とし
て、画像ファイル（JPEG形式）による添付を可能とする措置を実施している。
【実施時期】　・社会保険労務士：平成２０年６月～　・事業主：平成２４年４月～
・PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月

・社会保険労務士が事業主に代行して申請を行う場合、提出代行証明書を画像ファイ
ル（JPEG形式）で添付することで事業主の電子証明書を省略可能としている。
【実施時期】 平成２０年６月～
・提出代行証明書について、PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・法人事業所における事業主個人の電子証明書の利用を可能とした。
【実施時期】 平成２７年１月

オンライン申請に関するマニュアル・記載要領について、申請時の留意点をわかりや
すく記載し、スムーズな申請が可能となるよう見直しを行い、厚生労働省ホームペー
ジ・e-Govに掲載した。
【実施時期】 記載要領：平成２７年１月　マニュアル：平成２７年３月

６その他

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

・一定規模以上（被保険者数50人以上）の事業所について、調査訪問時にオンライン
申請の利用勧奨を実施している。
【実施時期】 平成２５年度～
・毎月事業所へ送付している保険料納入告知書に利用勧奨記事を同封し（計3回）、利
用促進活動を実施した。利用勧奨時用のパンフレット等については、整備を進めてい
る。
【実施時期】 平成２６年度～
・大規模な事業所等に対し個別に訪問又は電話により利用勧奨を実施している。ま
た、課題の把握を行うとともに対応の検討を進めている。
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

添付書類は不要のため。

(2)本人確認方
法の見直し

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 厚生年金保険被保険者住所変更届、厚生年金保険（船員）被保険者住所変更届

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

該当なし

・社会保険労務士が事業主に代行して申請を行う場合、提出代行証明書を画像ファイ
ル（JPEG形式）で添付することで事業主の電子証明書を省略可能としている。
【実施時期】 平成２０年６月～
・提出代行証明書について、PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・法人事業所における事業主個人の電子証明書の利用を可能とした。
【実施時期】 平成２７年１月

オンライン申請に関する記載要領について、申請時の留意点をわかりやすく記載し、
スムーズな申請が可能となるよう見直しを行い、e-Gov等に掲載した。
【実施時期】 平成２７年１月

６その他

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

・一定規模以上（被保険者数50人以上）の事業所について、調査訪問時にオンライン
申請の利用勧奨を実施している。
【実施時期】 平成２５年度～
・毎月事業所へ送付している保険料納入告知書に利用勧奨記事を同封し（計3回）、利
用促進活動を実施した。利用勧奨時用のパンフレット等については、整備を進めてい
る。
【実施時期】 平成２６年度～
・大規模な事業所等に対し個別に訪問又は電話により利用勧奨を実施している。ま
た、課題の把握を行うとともに対応の検討を進めている。
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

年金請求時に必要な添付書
類については、適正な年金
支給のために重要な書類と
なるため、添付書類の見直
しについては、慎重な検討
が必要である。

(2)本人確認方
法の見直し

適正な年金支給のため、本
人確認方法の見直しについ
ては、慎重な検討が必要で
ある。

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 国民年金・厚生年金保険老齢給付裁定請求書

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

該当なし

該当なし

電子申請利用マニュアルについて、申請時の留意点をわかりやすく記載する等、ス
ムーズな申請が可能となるよう見直し、e-Gov等に掲載した。
【実施時期】 平成２７年３月

６その他

年金の加入状況の確認等、窓口で相談のうえ、申請される方が多く、画一的なオンラ
イン申請にはそぐわない点がある。
なお、請求書の事前送付により、オンライン申請以外の方法で利便性の向上を図って
いる。

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

大規模な事業所等を個別に訪問して電子申請の利用勧奨を行い、事前準備から手続
きまでの流れを記載したパンフレット等を配布
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

添付書類は不要のため。

(2)本人確認方
法の見直し

適正な年金支給のため、本
人確認方法の見直しについ
ては、慎重な検討が必要で
ある。

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 国民年金・厚生年金保険老齢給付裁定請求書（ハガキ形式）

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

該当なし

該当なし

電子申請利用マニュアルについて、申請時の留意点をわかりやすく記載する等、ス
ムーズな申請が可能となるよう見直し、e-Gov等に掲載した。
【実施時期】 平成２７年３月

６その他

年金の加入状況の確認等、窓口で相談のうえ、申請される方が多く、画一的なオンラ
イン申請にはそぐわない点がある。
なお、請求書（ハガキ）の事前送付により、オンライン申請以外の方法で利便性の向
上を図っているため。

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

大規模な事業所等を個別に訪問して電子申請の利用勧奨を行い、事前準備から手続
きまでの流れを記載したパンフレット等を配布
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

届出に必要な添付書類につ
いては、適正な年金支給の
ために重要な書類となるた
め、添付書類の見直しにつ
いては、慎重な検討が必要
である。

(2)本人確認方
法の見直し

適正な年金支給のため、本
人確認方法の見直しについ
ては、慎重な検討が必要で
ある。

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 年金受給権者現況届

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

該当なし

該当なし

電子申請利用マニュアルについて、申請時の留意点をわかりやすく記載する等、ス
ムーズな申請が可能となるよう見直し、e-Gov等に掲載した。
【実施時期】 平成２７年３月

６その他

住民基本台帳ネットワークシステムとの情報連携により、届出の原則省略化を実施し
ている（障害年金受給権者は障害の状態を確認する必要がるため、診断書等の提出
が必要。）
【実施時期】 平成１８年１０月

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

大規模な事業所等を個別に訪問して電子申請の利用勧奨を行い、事前準備から手続
きまでの流れを記載したパンフレット等を配布
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

＜住所変更届＞
添付書類は不要。
＜支払機関変更届＞
金融機関での口座確認（証
明印の押印）や口座が確認
できる書類（通帳の写）の提
出により、確認する必要があ
るため。

(2)本人確認方
法の見直し

＜住所変更届＞
適正な年金支給のため、本
人確認方法の見直しについ
ては、慎重な検討が必要で
ある。
＜支払機関変更届＞
受給者本人の希望する口座
に確実に年金を振り込む必
要があるため、受給者本人
からの届出であることを厳密
に確認する必要がある。

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。
【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 年金受給権者住所・支払機関変更届

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

該当なし

該当なし

電子申請利用マニュアルについて、申請時の留意点をわかりやすく記載する等、ス
ムーズな申請が可能となるよう見直し、e-Gov等に掲載した。
【実施時期】 平成２７年３月

６その他

・住所変更届について、住民基本台帳ネットワークシステムとの情報連携により、届出
の原則省略化を実施している。（日本年金機構に住民票コードが収録されていない方
（年金請求時に本人からコードの申出がなく、機構が把握する基本情報（氏名・住所
等）と住民票の基本情報が異なる方）は届出が必要）
【実施時期】 平成２３年７月
・支払機関変更届については、専用の申請様式（ハガキ）で金融機関の証明を簡易に
受けることを可能とし、利用者の利便性の向上を図っている。

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

大規模な事業所等を個別に訪問して電子申請の利用勧奨を行い、事前準備から手続
きまでの流れを記載したパンフレット等を配布
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

添付書類は不要のため。

(2)本人確認方
法の見直し

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 年金手帳再交付申請書

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

該当なし

・社会保険労務士が事業主に代行して申請を行う場合、提出代行証明書を画像ファイ
ル（JPEG形式）で添付することで事業主の電子証明書を省略可能としている。
【実施時期】 平成２０年６月～
・被保険者本人の届出意思を確認する方法として、「委任状」を画像ファイル（JPEG形
式及びPDF形式）で添付することで被保険者の電子証明書を省略可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・提出代行証明書について、PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・法人事業所における事業主個人の電子証明書の利用を可能とした。
【実施時期】 平成２７年１月

電子申請利用マニュアルについて、申請時の留意点をわかりやすく記載する等、ス
ムーズな申請が可能となるよう見直し、e-Gov等に掲載した。
【実施時期】 平成２７年３月

６その他

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

・一定規模以上（被保険者数50人以上）の事業所について、調査訪問時にオンライン
申請の利用勧奨を実施している。【実施時期】　平成２５年度～
・毎月事業所へ送付している保険料納入告知書に利用勧奨記事を同封し（計3回）、利
用促進活動を実施した。利用勧奨時用のパンフレット等については、整備を進めてい
る。
【実施時期】 平成２６年度～
・大規模な事業所等に対し個別に訪問又は電話により利用勧奨を実施している。ま
た、課題の把握を行うとともに対応の検討を進めている。
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

(2)本人確認方
法の見直し

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 国民年金第3号被保険者資格取得・種別変更・種別確認・資格喪失・死亡・氏名変更・生年月日変更・性別変更届

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

・添付書類として写し（コピー）の送付を求めている書類（収入を確認するために必要
な給与明細書等）について、画像ファイル（JPEG形式及びPDF形式）による添付を可
能とした。
【実施時期】 平成２６年７月

・社会保険労務士が事業主に代行して申請を行う場合、提出代行証明書を画像ファイ
ル（JPEG形式）で添付することで事業主の電子証明書を省略可能としている。
【実施時期】 平成２１年４月～
・被保険者本人の届出意思を確認する方法として、「委任状」を画像ファイル（JPEG形
式）で添付することで被保険者の電子証明書を省略可能としている。
【実施時期】 平成２１年４月～
・提出代行証明書及び委任状について、PDF形式による画像ファイルの添付を可能と
した。　【実施時期】 平成２６年７月
・法人事業所における事業主個人の電子証明書の利用を可能とした。
【実施時期】 平成２７年１月

オンライン申請に関する記載要領について、申請時の留意点をわかりやすく記載し、
スムーズな申請が可能となるよう見直しを行い、e-Govに掲載した。
【実施時期】 平成２６年７月

６その他

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

・一定規模以上（被保険者数50人以上）の事業所について、調査訪問時にオンライン
申請の利用勧奨を実施している。
【実施時期】 平成２５年度～
・毎月事業所へ送付している保険料納入告知書に利用勧奨記事を同封し（計3回）、利
用促進活動を実施した。利用勧奨時用のパンフレット等については、整備を進めてい
る。
【実施時期】 平成２６年度～
・大規模な事業所等に対し個別に訪問又は電話により利用勧奨を実施している。ま
た、課題の把握を行うとともに対応の検討を進めている。
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

添付書類は不要のため。

(2)本人確認方
法の見直し

適正な保険料還付のため、
本人確認方法の見直しにつ
いては、慎重な検討が必要
である。

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 国民年金保険料還付請求書

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

該当なし

該当なし

電子申請利用マニュアルについて、申請時の留意点をわかりやすく記載する等、ス
ムーズな申請が可能となるよう見直し、e-Gov等に掲載した。
【実施時期】 平成２７年３月

６その他
請求可能な還付金があることをお知らせする際に、併せて請求書を送付することによ
り、オンライン申請以外の方法で利用者の利便性の向上を図っている。

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

大規模な事業所等を個別に訪問して電子申請の利用勧奨を行い、事前準備から手続
きまでの流れを記載したパンフレット等を配布
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

届出に必要な添付書類につ
いては、適正な年金支給の
ために重要な書類となるた
め、添付書類の見直しにつ
いては、慎重な検討が必要
である。

(2)本人確認方
法の見直し

適正な年金支給のため、本
人確認方法の見直しについ
ては、慎重な検討が必要で
ある。

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

・申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシ
ステムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処
理工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロ
セスの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 国民年金・厚生年金保険年金受給権者死亡届

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

該当なし

該当なし

電子申請利用マニュアルについて、申請時の留意点をわかりやすく記載する等、ス
ムーズな申請が可能となるよう見直し、e-Gov等に掲載した。
【実施時期】 平成２７年３月

６その他

住民基本台帳ネットワークシステムとの情報連携により、届出の原則省略化を実施し
ている。（日本年金機構に住民票コードが収録されていない方（年金請求時に本人か
らコードの申出がなく、機構が把握する基本情報（氏名・住所等）と住民票の基本情報
が異なる方）は届出が必要
【実施時期】 平成２３年７月

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

大規模な事業所等を個別に訪問して電子申請の利用勧奨を行い、事前準備から手続
きまでの流れを記載したパンフレット等を配布
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

(2)本人確認方
法の見直し

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 新規適用届

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

・添付書類として原本の送付を求めていた書類（法人登記簿謄本等）について、画像
ファイル（JPEG形式）による添付を可能とする措置を実施している。
【実施時期】 平成２４年１０月～
・PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月

・社会保険労務士が事業主に代行して申請を行う場合、提出代行証明書を画像ファイ
ル（JPEG形式）添付することで事業主の電子証明書を省略可能としている。
【実施時期】 平成２０年６月～
・提出代行証明書について、PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・法人事業所における事業主個人の電子証明書の利用を可能とした。
【実施時期】 平成２７年１月

電子申請利用マニュアルについて、申請時の留意点をわかりやすく記載する等、ス
ムーズな申請が可能となるよう見直し、e-Gov等に掲載した。
【実施時期】 平成２６年３月

６その他

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

・一定規模以上（被保険者数50人以上）の事業所について、調査訪問時にオンライン
申請の利用勧奨を実施している。
【実施時期】 平成２５年度～
・毎月事業所へ送付している保険料納入告知書に利用勧奨記事を同封し（計3回）、利
用促進活動を実施した。利用勧奨時用のパンフレット等については、整備を進めてい
る。
【実施時期】 平成２６年度～
・大規模な事業所等に対し個別に訪問又は電話により利用勧奨を実施している。ま
た、課題の把握を行うとともに対応の検討を進めている。
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

(2)本人確認方
法の見直し

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 適用事業所所在地・名称変更（訂正）届

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

・添付書類として写し（コピー）の送付を求めていた書類（公共料金の領収書等）につ
いて、画像ファイル（JPEG形式）による添付を可能とする措置を実施している。
【実施時期】 平成２４年１０月～
・PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月

・社会保険労務士が事業主に代行して申請を行う場合、提出代行証明書を画像ファイ
ル（JPEG形式）で添付することで事業主の電子証明書を省略可能としている。
【実施時期】 平成２０年６月～
・提出代行証明書について、PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・法人事業所における事業主個人の電子証明書の利用を可能とした。
【実施時期】 平成２７年１月

電子申請利用マニュアルについて、申請時の留意点をわかりやすく記載する等、ス
ムーズな申請が可能となるよう見直し、e-Gov等に掲載した。
【実施時期】 平成２７年３月

６その他

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

・一定規模以上（被保険者数50人以上）の事業所について、調査訪問時にオンライン
申請の利用勧奨を実施している。
【実施時期】 平成２５年度～
・毎月事業所へ送付している保険料納入告知書に利用勧奨記事を同封し（計3回）、利
用促進活動を実施した。利用勧奨時用のパンフレット等については、整備を進めてい
る。
【実施時期】 平成２６年度～
・大規模な事業所等に対し個別に訪問又は電話により利用勧奨を実施している。ま
た、課題の把握を行うとともに対応の検討を進めている。
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

(2)本人確認方
法の見直し

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 適用事業所全喪届

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

・添付書類として写し（コピー）の送付を求めていた書類（雇用保険適用事業所廃止届
（事業主控）等）について、画像ファイル（JPEG形式）による添付を可能とする措置を実
施している。
【実施時期】 平成２４年１０月～
・PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月

・社会保険労務士が事業主に代行して申請を行う場合、提出代行証明書を画像ファイ
ル（JPEG形式）で添付することで事業主の電子証明書を省略可能としている。
【実施時期】 平成２０年６月～
・提出代行証明書について、PDF形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・法人事業所における事業主個人の電子証明書の利用を可能とした。
【実施時期】 平成２７年１月

電子申請利用マニュアルについて、申請時の留意点をわかりやすく記載する等、ス
ムーズな申請が可能となるよう見直し、e-Gov等に掲載した。
【実施時期】 平成２７年３月

６その他

３システムの利便性
の向上

・平成２５年度に実施したモニター会議（平成２５年９月）等で把握した利用者のニーズ
を受け、ＰＤＦ形式による画像ファイルの添付を可能とした。
【実施時期】 平成２６年７月
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

・一定規模以上（被保険者数50人以上）の事業所について、調査訪問時にオンライン
申請の利用勧奨を実施している。
【実施時期】 平成２５年度～
・毎月事業所へ送付している保険料納入告知書に利用勧奨記事を同封し（計3回）、利
用促進活動を実施した。利用勧奨時用のパンフレット等については、整備を進めてい
る。
【実施時期】 平成２６年度～
・大規模な事業所等に対し個別に訪問又は電話により利用勧奨を実施している。ま
た、課題の把握を行うとともに対応の検討を進めている。
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

添付書類は不要のため。

(2)本人確認方
法の見直し

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 70歳以上被用者該当・不該当届

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

該当なし

・社会保険労務士が事業主に代行して申請を行う場合、提出代行証明書を画像ファイ
ル（JPEG形式及びPDF形式）で添付することで事業主の電子証明書を省略可能とし
た。
【実施時期】 平成２６年７月
・法人事業所における事業主個人の電子証明書の利用を可能とした。
【実施時期】 平成２７年１月

電子申請利用マニュアルについて、申請時の留意点をわかりやすく記載する等、ス
ムーズな申請が可能となるよう見直し、e-Gov等に掲載した。
【実施時期】 平成２７年３月

６その他
平成２６年７月から新たに電子申請可能な手続きに追加した。
【実施時期】 平成２６年７月

３システムの利便性
の向上

・利用者からの要望・意見を把握し、利便性の向上を検討する。
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

・一定規模以上（被保険者数50人以上）の事業所について、調査訪問時にオンライン
申請の利用勧奨を実施する。
【実施時期】 平成２６年度
・毎月事業所へ送付している保険料納入告知書に利用勧奨記事を同封し（計3回）、利
用促進活動を実施した。利用勧奨時用のパンフレット等については、整備を進めてい
る。
【実施時期】 平成２６年度～
・大規模な事業所等に対し個別に訪問又は電話により利用勧奨を実施している。ま
た、課題の把握を行うとともに対応の検討を進めている。
【実施時期】　平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～



Ⅲ　改善取組事項 【様式２】

備考

(1)添付書類の
見直し

添付書類は不要のため。

(2)本人確認方
法の見直し

(3)オンライン申
請等の周知方
法の見直し

もともと手数料が発生しない
ため。

２オンライン申請等
に係る処理の見直し

申請受付後の事務処理について、処理時間の短縮のため、目視による審査からシス
テムチェックによる審査への見直しや、現行、処理工程毎に入力が必要な項目を処理
工程間で共有することで入力業務の削減を図る等、オンライン申請に係る業務プロセ
スの見直しを実施した。【実施時期】 平成２６年７月

分野又は業務名 社会保険・労働保険

改善促進手続名 70歳以上被用者算定基礎・月額変更・賞与支払届

改善取組事項 具体的内容及び実施時期

１オンライン手続の
負担軽減

該当なし

・社会保険労務士が事業主に代行して申請を行う場合、提出代行証明書を画像ファイ
ル（JPEG形式及びPDF形式）で添付することで事業主の電子証明書を省略可能とし
た。
【実施時期】 平成２６年７月
・法人事業所における事業主個人の電子証明書の利用を可能とした。
【実施時期】 平成２７年１月

電子申請利用マニュアルについて、申請時の留意点をわかりやすく記載する等、ス
ムーズな申請が可能となるよう見直し、e-Gov等に掲載した。
【実施時期】 平成２７年３月

６その他
平成２６年７月から新たに電子申請可能な手続きに追加した。
【実施時期】平成２６年７月

３システムの利便性
の向上

・利用者からの要望・意見を把握し、利便性の向上を検討する。
・申請データの容量の拡大（5MB→99MB）及び返却データの容量の拡大（1MB→
20MB）を実施した。
【実施時期】 平成２６年７月
・e-Gov外部連携APIの仕様が公開されたことを踏まえ、電子申請の利便性を高める
ための取組を、e-Gov側と協力して行う。
【実施時期】 平成２６年度～

４経済的インセンティ
ブの活用

該当なし

５普及啓発等

・一定規模以上（被保険者数50人以上）の事業所について、調査訪問時にオンライン
申請の利用勧奨を実施する。
【実施時期】 平成２６年度
・毎月事業所へ送付している保険料納入告知書に利用勧奨記事を同封し（計3回）、利
用促進活動を実施した。利用勧奨時用のパンフレット等については、整備を進めてい
る。
【実施時期】 平成２６年度～
・大規模な事業所等に対し個別に訪問又は電話により利用勧奨を実施している。ま
た、課題の把握を行うとともに対応の検討を進めている。
【実施時期】 平成２６年度～
・電子申請に関する日本年金機構職員のスキル向上のため、年金事務所職員向けに
研修を実施している。(全国各ブロックで計１９回実施）
【実施時期】平成２７年度～
・利用勧奨用のツールとしてパンフレットを作成し、利用勧奨に活用した。
【実施時期】平成２７年５月
・各ブロック本部及び年金事務所で訪問等を行い、利用勧奨を実施している。
【実施時期】平成２７年度～


